
 

 

第２３回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

  議案の数 

種 別 予 算 条 例 その他 計 

件 数 １ ９ ２ １２ 

 

  議案の名称 

＜予算＞ 

議案第８０号  平成２５年度尼崎市一般会計補正予算（第１号） 

＜条例＞ 

議案第８１号  尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条例特別

取扱条例及び昭和４２年度以後における退隠料及び遺族扶助料年額

の改定に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第８２号  尼崎市職員の厚生制度に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第８３号  尼崎市災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

議案第８４号  尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正す

る条例について 

議案第８５号  尼崎市職員の選挙業務特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する

条例について 

議案第８６号  尼崎市市税条例の一部を改正する条例について 

議案第８７号  尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

議案第８８号  尼崎市保健衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第８９号  尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

＜その他＞ 

議案第９０号  物件の買入れについて（３０ｍはしご付消防自動車） 

議案第９１号  市道路線の一部廃止について 

 

1



２ その他の報告 

  議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

交通事故    １件    ６７，２００円 

その他の事故  ３件   ９１５，１９３円 

 ・ 市道路線の認定及び一部廃止 

    尼崎市常松土地区画整理事業施行に伴うもの    認定 ６路線 

                          一部廃止 １路線 

 

３ 追加提出予定案件 

＜人事＞ 

・ 尼崎市固定資産評価員の選任 
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第２３回尼崎市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第８０号 所 管 各事業所管課 

件 名 平成２５年度尼崎市一般会計補正予算（第１号） 

内       容 

１ 補正予算の規模 
（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

196,627,381 1,002,781 197,630,162 

 
２ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

使用料及び手数料 1,743 総務費 2,500 

県支出金 24,394 民生費 26,211 

繰入金 21,927 労働費 9,881 

諸収入 286,617 商工費 11,888 

市債 668,100 消防費 952,301 

合  計 1,002,781 合  計 1,002,781 

 
３ 繰越明許費 

追加                             （単位：千円） 

款 項 事 業 名 金 額 

消防費 消防費 消防救急無線デジタル化事業 798,237 

 
４ 債務負担行為 

廃止                            （単位：千円） 

事  項 期  間 限度額 

消防救急無線デジタル化事業 平成 26 年度 952,301 
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５ 補正予算の内容 
  緊急防災・減災事業を活用し、消防救急無線のデジタル化へ対応するため、設備の
更新を行うほか、こども医療費助成事業の拡充、また、国の経済対策により兵庫県に
おいて設置されている「消費者行政活性化事業基金」を活用し、消費者行政活性化事
業などを実施する。費目別事業概要等は別紙のとおり。 
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別 紙 

費目別事業概要等 

 

総務費 2,500 千円 

  

コミュニティ活動推進事業費 

宝くじの社会貢献広報事業による助成金を活用し、地域の活性

化と住民のコミュニティ意識の醸成を図るため、コミュニティ

活動に必要な太鼓等の購入に対して補助を行う。 

2,500 千円 

  

民生費 26,211 千円 

  

こども医療費助成事業費 

平成 25 年 7 月から、市内居住のこども（現行、小学 4 年生か

ら小学 6年生までを小学 4年生から中学 3年生までに拡充）を

対象に、社会保険などによる通院医療費のうち自己負担額の 3

分の 1を助成する（所得制限あり）。 

26,211 千円 

  

労働費 9,881 千円 

  

しごと支援施設維持管理事業費 

旧労働福祉会館の一部施設の暫定利用に伴う施設維持管理を行

う。 

9,881 千円 

  

商工費 11,888 千円 

  

消費者行政活性化事業費 

県の消費者行政活性化事業基金を活用し、地域社会における消

費者問題解決力の強化に関する事業等を行う。 

11,888 千円 

  

消防費 952,301 千円 

  

消防救急無線デジタル化事業費 

消防救急無線のデジタル化へ対応するため設備の更新を行う。 

952,301 千円 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８１号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条例特別取扱条例及
び昭和４２年度以後における退隠料及び遺族扶助料年額の改定に関する条例
の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 
被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律

（平成２４年法律第６３号）の制定により、国家公務員の退職者の遺族に支給される
扶助料の支給額が改定されることに伴い、本市の遺族扶助料の支給額を改定するた
め、条例改正の必要があることから、本案を提出する。 

 
２ 主な改正内容 
  遺族扶助料の年額は、改正前の条例において算定の基礎となっている給与年額に
調整改定率（恩給法（大正１２年法律第４８号）第６５条第２項に規定する調整改
定率をいう。）を乗じて得た額を退職または死亡当時の給料年額とみなして算定す
る。 

  遺族扶助料の年額が、控除調整下限額（２３０万円に政令で定める率を順次乗じ
て得た額）を超える場合は、その年額に０．９を乗じて得た額（ただし、０．９を
乗じて得た額が控除調整下限額に満たない場合は、控除調整下限額とする。）をも
って遺族扶助料の年額とする。 

  遺族扶助料の年額が、７９２，０００円に調整改定率を乗じて得た額に満たない
ときは、当該金額をもって遺族扶助料の年額とする。 

  遺族扶助料の受給者が本市を退職した職員の妻である場合の加算額について、厚
生年金の寡婦加算額が１５２，８００円を上回る場合には、１５２，８００円にそ
の差額（政令により規定される額）を加算することとする。 

 
３ 施行期日 

公布の日 
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尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条例特別取扱条例 

改正後 現 行 

（遺族扶助料の年額） 

第７条 略 

２ 前項第３号の場合において、同号の規定に

よる遺族扶助料の年額が１，８１４，０００

円未満となるときにおける同号に規定する

遺族扶助料の年額は、１，８１４，０００円

とする。 

３ 第１項第２号及び第３号の規定による遺

族扶助料を受ける場合においてはこれを受

ける者に扶養遺族のあるときは、そのうち２

人までについては１人につき６６，０００

円、その他の扶養遺族については 1人につき

２４，０００円を遺族扶助料の年額に加給す

る。 

４ 前項の扶養遺族とは遺族扶助料を受ける

者により生計を維持し又はその者と生計を

共にする職員の祖父母、父母、未成年の子又

は重度障害の状態にあって生活資料を得る

みちのない成年の子で扶助料を受ける要件

を備えるものをいう。 

 

（遺族扶助料の年額に係る加算の特例） 

第７条の２ 前条第１項第１号の規定による

遺族扶助料を受ける者が妻であり、かつ、次

の各号のいずれかに該当する場合は、その年

額に、当該各号に定める額を加えるものとす

る。 

  扶養遺族（前条第４項に規定する扶養遺

族をいう。以下同じ。）である子（１８歳

以上２０歳未満の子にあっては、重度障害

の状態にある者に限る。）が２人以上ある

場合 ２６９，９００円 

  略 

  ６０歳以上である場合（前２号に該当す

る場合を除く。） １５２，８００円（そ

の額が恩給法等の一部を改正する法律（昭

（扶助料年額） 

第７条 略 

２ 前項第３号の場合において、同号の規定に

よる扶助料の年額が１，８１４，０００円未

満となるときにおける同号に規定する扶助

料の年額は、１，８１４，０００円とする。 

 

３ 第１項第２号及び第３号の規定による扶

助料を受ける場合においてはこれを受ける

者に扶養遺族のあるときは、そのうち２人ま

でについては１人につき６６，０００円、そ

の他の扶養遺族については 1人につき２４，

０００円を扶助料の年額に加給する。 

 

４ 前項の扶養遺族とは扶助料を受ける者に

より生計を維持し又はその者と生計を共に

する職員の祖父母、父母、未成年の子又は重

度障害の状態にあって生活資料を得るみち

のない成年の子で扶助料を受ける要件を備

えるものをいう。 

 

（扶助料の年額に係る加算の特例） 

第７条の２ 前条第１項第１号の規定による

扶助料を受ける者が妻であって、その妻が次

の各号のいずれかに該当する場合には、その

年額に、当該各号に掲げる額を加えるものと

する。 

  扶養遺族（前条第４項に規定する扶養遺

族をいう。）である子（１８歳以上２０歳

未満の子にあっては重度障害の状態にあ

る者に限る。）が２人以上ある場合 ２６

９，９００円 

  略 

  ６０歳以上である場合（前２号に該当す

る場合を除く。） １５２，８００円 
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和５１年法律第５１号。以下「昭和５１年

改正法」という。）附則第１４条第１項第

３号に規定する厚生年金加算額に満たな

いときは、１５２，８００円に同号に規定

する政令で定める額を加えて得た額） 

２ 前条第１項第２号又は第３号の規定によ

る遺族扶助料を受ける者については、その年

額に１４２，２００円を加えるものとする。 

 

第７条の３ 第７条第１項第１号の規定によ

る遺族扶助料を受ける妻で、前条第１項各号

のいずれかに該当するものが、旧通算年金通

則法（昭和３６年法律第１８１号)第３条に

規定する公的年金各法に基づく年金たる給

付その他の年金たる給付のうち、老齢、退職

又は障害を支給事由とする給付であって、昭

和５１年改正法附則第１４条の２第１項本

文に規定する政令で定めるもの（その全額を

停止されている給付を除く。）の支給を受け

ることができるときは、その間、前条第１項

の規定による加算は行わない。ただし、第７

条第１項第１号の規定による扶助料の年額

が昭和５１年改正法附則第１４条の２第１

項ただし書に規定する政令で定める額に満

たないときは、この限りでない。 

 

２ 前項ただし書に規定する場合において、同

項ただし書の遺族扶助料の年額に前条第１

項の規定による加算額を加えた額が前項た

だし書の政令で定める額を超えるときにお

ける当該加算額は、当該政令で定める額から

当該遺族扶助料の年額を控除した額とする。 

 

第８条の２ 第７条の２の規定による加算は、

遺族扶助料を受ける者が当該遺族扶助料に

係る職員又は職員であった者の死亡につい

て、次の各号に掲げる扶助料又は遺族年金の

支給を受けている間は、これを行わない。 

 

 

 

 

 

２ 前条第１項第２号又は第３号の規定によ

る扶助料を受ける者については、その年額に

１４２，２００円を加えるものとする。 

 

第７条の３ 第７条第１項第１号の規定によ

る扶助料を受ける妻で、前条第１項各号の一

に該当するものが、旧通算年金通則法（昭和

３６年法律第１８１号)第３条に規定する公

的年金各法に基づく年金たる給付その他の

年金たる給付のうち、老齢、退職又は障害を

支給事由とする給付であって、恩給法等の一

部を改正する法律（昭和５１年法律第５１

号。以下この条において「法」という。）附

則第１４条の２第１項本文に規定する政令

で定めるもの（その全額を停止されている給

付を除く。）の支給を受けることができると

きは、その間、前条第１項の規定による加算

は行わない。ただし、第７条第１項第１号の

規定による扶助料の年額が法附則第１４条

の２第１項ただし書に規定する政令で定め

る額に満たないときは、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合において、当該扶助料

の年額に前条第１項の規定による加算額を

加えた額が前項ただし書に規定する政令で

定める額を超えるときにおける当該加算額

は、当該政令で定める額から当該扶助料の年

額を控除した額とする。 

 

第８条の２ 第７条の２に規定する加算は、扶

助料を受ける者が当該扶助料に係る職員又

は職員であった者の死亡について、次に掲げ

る扶助料又は遺族年金の支給を受けている

間は、これを行わない。 
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  ～  略 

 

第１０条 労働基準法第７９条の規定による

遺族補償又はこれに相当する給付であって

同法第８４条第１項の規定に該当するもの

を受けた者については当該補償又は給付を

受ける事由の生じた月の翌月から６年間は

次の区分によって遺族扶助料の一部を停止

する。 

 ・  略 

 

 

（退隠料の年額の特例） 

第１１条の４ 平成１２年４月分以降の退隠

料の年額が１，１３２，７００円に満たない

ときは、その額をもって退隠料の年額とす

る。 

 

 

 

（遺族扶助料の年額の特例） 

第１１条の５ 遺族扶助料の年額が７９２，０

００円に調整改定率（恩給法第６５条第２項

に規定する調整改定率をいう。）を乗じて得

た額（その額に、５０円未満の端数があると

きはこれを切り捨て、５０円以上１００円未

満の端数があるときはこれを１００円に切

り上げる。以下「遺族扶助料最低保障額」と

いう。）に満たないときは、遺族扶助料最低

保障額をもって遺族扶助料の年額とする。 

 

第１１条の６ 被用者年金制度の一元化等を

図るための厚生年金保険法等の一部を改正

する法律（平成２４年法律第６３号）附則第

１条第３号に定める日の属する月分以降の

遺族扶助料の年額（第７条の２第１項の規定

により加算される額を含む。以下この条にお

いて同じ。）は、この条の規定の適用がない

 ～  略 

 

第１０条 労働基準法第７９条の規定による

遺族補償又はこれに相当する給付であって

同法第８４条第１項の規定に該当するもの

を受けた者については当該補償又は給付を

受ける事由の生じた月の翌月から６年間は

次の区分によって扶助料の一部を停止する。 

 

 ・  略 

 

（退隠料年額及び遺族扶助料年額についての

特例） 

第１１条の４ 平成１２年４月分以降の退隠

料又は遺族扶助料の年額が、退隠料にあって

は１，１３２，７００円、遺族扶助料にあっ

ては７９２，０００円に満たないときは、そ

れぞれ当該金額をもって退隠料又は遺族扶

助料の年額とする。 
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ものとした場合におけるその年額が国家公

務員共済組合法の長期給付に関する施行法

（昭和３３年法律第１２９号）第１３条の２

第１項に規定する控除調整下限額（以下「控

除調整下限額」という。）を超えるときは、

当該年額に１０分の９を乗じて得た額（その

額に、５０円未満の端数があるときはこれを

切り捨て、５０円以上１００円未満の端数が

あるときはこれを１００円に切り上げる。以

下「調整額」という。）（調整額が控除調整下

限額に満たないときは、控除調整下限額）と

する。 

 

 

昭和４２年度以後における退隠料及び遺族扶助料年額の改定に関する条例 

改正後 現 行 

第２条の３９ 略 

 

（平成２６年４月分以降の遺族扶助料の年額の

改定） 

第２条の４０ 職員の遺族に支給する遺族扶助

料については、平成２６年４月分以降、その

年額を、その年額の計算の基礎となっている

給料年額に調整改定率（恩給法（大正１２年

法律第４８号）第６５条第２項に規定する調

整改定率をいう。）を乗じて得た額（その額に、

５０円未満の端数があるときはこれを切り捨

て、５０円以上１００円未満の端数があると

きはこれを１００円に切り上げる。）を退職又

は死亡当時の給料年額とみなして算出して得

た年額（その額に、５０円未満の端数がある

ときはこれを切り捨て、５０円以上１００円

未満の端数があるときはこれを１００円に切

り上げる。）に改定する。 

第２条の３９ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13



 

14



（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８２号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市職員の厚生制度に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 
貸金業法（昭和５８年法律第３２号）の改正に伴い、貸金業への参入条件の厳格化

等の見直しが行われたため、本市職員の厚生福利制度を実施する団体（以下「厚生団
体」という。）である尼崎市職員厚生会が、現在行っている貸付事業を今後も継続す
ることが困難となったことから、平成２５年２月末をもって当該事業を廃止したた
め、規定の整備を行うもの。 

 
２ 改正内容 
  厚生団体が行う事業のうち、「貸付け」を削除する。 
 
３ 施行期日 
  公布の日 
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尼崎市職員の厚生制度に関する条例 

改正後 現 行 

（事業） 

第３条 厚生団体は、第１条の目的を達成するた

め、厚生福利に関する資金の給付その他の事業

を行う。 

（事業） 

第３条 厚生団体は、第１条の目的を達成するた

め、厚生福利に関する資金の給付及び貸付けそ

の他の事業を行う。 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８３号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 
新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）の施行に伴い、

新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のために他の地方公共団体等から職員の
派遣を受けた場合には、その職員に対して、災害派遣手当の規定を準用し、新型イン
フルエンザ等緊急事態派遣手当を支給することができるようになったことから、所要
の規定整備を行う。 

 
２ 改正内容 
  新型インフルエンザ等対策特別措置法第４４条の規定に基づき、本条例に規定して
いる災害派遣手当を準用し、新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当として支給でき
るよう規定する。 

 
３ 施行期日 
  公布の日 
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尼崎市災害派遣手当等の支給に関する条例 

改正後 現 行 

(この条例の趣旨) 

第１条 この条例は、地方公務員法(昭和 25年法

律第 261 号)第 24 条第 6項の規定に基づき、災

害対策基本法(昭和36年法律第223号)第32条

第 1 項(武力攻撃事態等における国民の保護の

ための措置に関する法律(平成 16年法律第 112

号。以下「国民保護法」という。)第 154 条(国

民保護法第 183 条において準用する場合を含

む。以下同じ。)及び新型インフルエンザ等対

策特別措置法（平成 24 年法律第 31号。以下「新

型インフルエンザ等対策法」という。）第 44条

において準用する場合を含む。)に規定する職

員(以下「職員」という。)に対する災害派遣手

当(国民保護法第 154 条において準用する場合

にあっては武力攻撃災害等派遣手当、新型イン

フルエンザ等対策法第 44 条において準用する

場合にあっては新型インフルエンザ等緊急事

態派遣手当。以下「手当」という。)の支給に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

 

(この条例の趣旨) 

第 1 条 この条例は、地方公務員法(昭和 25年法

律第 261 号)第 24 条第 6項の規定に基づき、災

害対策基本法(昭和36年法律第223号)第32条

第 1 項(武力攻撃事態等における国民の保護の

ための措置に関する法律(平成 16年法律第 112

号)第154条(同法第183条において準用する場

合を含む。以下同じ。)において準用する場合

を含む。)に規定する職員(以下「職員」という。)

に対する災害派遣手当(同法第 154 条において

準用する場合にあっては、武力攻撃災害等派遣

手当。以下「手当」という。)の支給について

必要な事項を定めるものとする。 
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（議案説明資料） 
 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８４号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する条例に
ついて 

内       容 

１ 改正理由 
本市職員を派遣することができる団体として規定している「財団法人尼崎健康・医

療事業財団」及び「財団法人ひょうご環境創造協会」が、「一般社団法人及び一般財
団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施
行に伴う関係法律の整備等に関する法律」に基づき、公益財団法人として認定され、
それぞれ団体の名称を変更したことから所要の整備を行う。 
 

２ 改正内容 
 本市職員を派遣することができる団体のうち、団体の名称変更があったものについ
て、変更後の名称に改める。 

   
３ 施行期日 
  公布の日 
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尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例 

改正後 現 行 

（職員の派遣） 

第２条 任命権者は、次の各号に掲げる団体との

間の取決めに基づき、当該団体の業務にその役

職員として専ら従事させるため、職員（次項に

定める職員を除く。）を派遣することができる。 

  略 

  公益財団法人尼崎健康医療財団 

 ～  略 

  公益財団法人ひょうご環境創造協会 

 ～  略 

２・３ 略 

（職員の派遣） 

第２条 任命権者は、次の各号に掲げる団体との

間の取決めに基づき、当該団体の業務にその役

職員として専ら従事させるため、職員（次項に

定める職員を除く。）を派遣することができる。 

  略 

  財団法人尼崎健康・医療事業財団 

 ～  略 

  財団法人ひょうご環境創造協会 

 ～  略 

２・３ 略 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８５号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員の選挙業務特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例につ
いて 

内       容 

１ 改正理由 
  国会議員の選挙等の執行経費に係る総務省の超過勤務手当費の積算単価が改正さ
れたことから、当該単価に合わせて規定している本市の選挙業務にかかる基本手当額
の単価についても改正するため。 

 
２ 改正内容 
  第２条第２号に規定する、選挙業務に係る基本手当額の算出根拠となる単価につい
て、「１，７８４円５５銭」から「１，７６０円５４銭」に改正する。 

 
３ 施行期日 
  公布の日 
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尼崎市職員の選挙業務特殊勤務手当に関する条例 

改正後 現 行 

(定義) 

第２条 この条例において、次に掲げる用語の意

義は、当該号に定めるところによる。 

  略 

  選挙業務に係る基本手当額 選挙業務に

従事した職員を、給与条例第 15 条第 1 項に

規定する正規の勤務時間外に勤務すること

を命ぜられた職員とみなしたうえで、当該選

挙業務に従事した全時間に対し、勤務 1時間

につき、同項中「第 18 条第 2 項に規定する

勤務 1 時間当たりの給与額」とあるのを

「1,760 円 54 銭に国会議員の選挙等の執行

経費の基準に関する法律施行令(平成 19 年

政令第 122 号)に定める割合を乗じて得た

額」と読み替えて同項の規定の例により算定

した額をいう。 

(定義) 

第２条 この条例において、次に掲げる用語の意

義は、当該号に定めるところによる。 

  略 

  選挙業務に係る基本手当額 選挙業務に

従事した職員を、給与条例第 15 条第 1 項に

規定する正規の勤務時間外に勤務すること

を命ぜられた職員とみなしたうえで、当該選

挙業務に従事した全時間に対し、勤務 1時間

につき、同項中「第 18 条第 2 項に規定する

勤務 1 時間当たりの給与額」とあるのを

「1,784 円 55 銭に国会議員の選挙等の執行

経費の基準に関する法律施行令(平成 19 年

政令第 122 号)に定める割合を乗じて得た

額」と読み替えて同項の規定の例により算定

した額をいう。 
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（議案説明資料） 
 

 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８６号 所 管 税務管理課 

件 名 尼崎市市税条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 
  地方税法の一部改正等に伴い、所要の整備を行うもの 
２ 主な改正内容 
   個人の市民税の寄附金税額控除について、平成２５年から復興特別所得税が課税

されることに伴い、所得税において寄附金控除の適用を受けた場合には、所得税額
を課税標準とする復興特別所得税も軽減されることを踏まえ、復興特別所得税の実
施の前後において控除額の総額に差を生じさせないために「ふるさと寄附金」に係
る特例控除額の見直しを行う。 

                              【第２５条第２項】 
   個人の市民税の公的年金からの特別徴収について、仮徴収税額と本徴収税額に不

均衡が生じた場合、現行の算定方法では不均衡が平準化されないため、仮徴収税額
を前年度の特別徴収税額の２分の１相当額とし、不均衡の是正が可能なようにす
る。 

                          【第３３条の６の５第１項】 
   個人の市民税の公的年金からの特別徴収について、特別徴収の対象となっている

者が、当該年度の初日において市外に転出している場合においては、年税額から仮
徴収税額を控除した税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から３月３１
日までの間に到来する納期において、普通徴収の方法により徴収することとする。 

                          【第３３条の６の６の追加】 
   都市再生特別措置法に規定する管理協定の対象となった備蓄倉庫に係る固定資

産税の課税標準については、その価格に３分の２を乗じて得た額とする。 
                              【条例附則第９項】 
   個人の市民税における住宅ローン控除について、控除の対象期間を４年間延長

し、平成２６年４月から平成２９年１２月までの間に居住を開始した者について
は、消費税率の引上げが行われた場合に控除限度額を拡大する措置を講ずる。 

                             【条例附則第２１項】 
  
３ 施行期日 
  上記２ は公布の日、２ は平成２６年１月１日、２ は平成２７年１月１日、２
 及び２ は平成２８年１０月１日 
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尼崎市市税条例 

改正後 現 行 

目次 

 第１章 総則 略 

 第２章 普通税 

  第１節 市民税 

   第１款 略 

   第２款 個人の市民税（第１９条―第３３

条の６の７） 

   第３款～第５款 略 

  第２節～第６節 略 

 第３章 略 

 附則 

 

(税額控除) 

第２５条 略 

２ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４

条の７第１項第１号又は第２号に掲げる寄附

金を支出し、当該寄附金の額の合計額（当該合

計額が前年の総所得金額、退職所得金額及び山

林所得金額の合計額の１００分の３０に相当

する金額を超える場合には、当該１００分の３

０に相当する金額）が２，０００円を超える場

合には、同項及び同条第２項（法附則第５条の

６第２項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）に規定するところにより算定し

た控除額をその者の第２２条第２項及び第３

項並びに前項の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。 

３～８ 略 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の

特別徴収） 
第３３条の６の２ 納税義務者が当該年度の初

日の属する年の前年中において公的年金等の

支払を受けた者であり、かつ、同日において老

齢等年金給付（法第３２１条の７の２第１項の

老齢等年金給付をいう。以下この節において同

じ。）の支払を受けている年齢６５歳以上の者

目次 

 第１章 総則 略 

 第２章 普通税 

  第１節 市民税 

   第１款 略 

   第２款 個人の市民税（第１９条―第３３

条の６の６） 

   第３款～第５款 略 

  第２節～第６節 略 

 第３章 略 

 附則 

 

(税額控除) 

第２５条 略 

２ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４

条の７第１項第１号又は第２号に掲げる寄附

金を支出し、当該寄附金の額の合計額（当該合

計額が前年の総所得金額、退職所得金額及び山

林所得金額の合計額の１００分の３０に相当

する金額を超える場合には、当該１００分の３

０に相当する金額）が２，０００円を超える場

合には、同項及び同条第２項        

                    

      に規定するところにより算定し

た控除額をその者の第２２条第２項及び第３

項並びに前項の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。 

３～８ 略 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の

特別徴収） 
第３３条の６の２ 納税義務者が当該年度の初

日の属する年の前年中において公的年金等の

支払を受けた者であり、かつ、同日において老

齢等年金給付（法第３２１条の７の２第１項の

老齢等年金給付をいう。以下この節において同

じ。）の支払を受けている年齢６５歳以上の者
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（令第４８条の９の１２第３項各号に掲げる

者を除く。以下この節において「特別徴収対象

年金所得者」という。）である場合においては、

当該納税義務者に対して課する個人の市民税

のうち、当該納税義務者の前年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合

算額（当該納税義務者に係る均等割額を第３３

条の２第１項の規定により特別徴収の方法に

よって徴収する場合においては、公的年金等に

係る所得に係る所得割額。以下この条及び第３

３条の６の５において同じ。）の２分の１に相

当する額（当該額に１００円未満の端数がある

ときはその端数金額を切り捨て、当該額が１０

０円未満であるときは１００円とする。以下こ

の節において「年金所得に係る特別徴収税額」

という。）を、当該年度の初日の属する年の１

０月１日から翌年の３月３１日までの間に支

払われる老齢等年金給付から当該老齢等年金

給付の支払の際に特別徴収の方法によって徴

収する。 

２ 略 

 

（年金所得に係る仮特別徴収税額等） 

第３３条の６の５ 当該年度の初日の属する年

の前年の１０月１日からその翌年の３月３１

日までの間における特別徴収対象年金給付の

支払の際、前条第２項の支払回数割特別徴収税

額を徴収されていた特別徴収対象年金所得者

について、老齢等年金給付が当該年度の初日か

らその日の属する年の９月３０日までの間に

おいて支払われる場合においては、当該特別徴

収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係

る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

として年金所得に係る仮特別徴収税額（当該特

別徴収対象年金所得者に対して課した前年度

分の個人の市民税のうち当該特別徴収対象年

金所得者の前々年中の公的年金等に係る所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額（当該特

（令第４８条の９の１１第３項各号に掲げる

者を除く。以下この節において「特別徴収対象

年金所得者」という。）である場合においては、

当該納税義務者に対して課する個人の市民税

のうち、当該納税義務者の前年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合

算額（当該納税義務者に係る均等割額を第３３

条の２第１項の規定により特別徴収の方法に

よって徴収する場合においては、公的年金等に

係る所得に係る所得割額。以下この条及び第３

３条の６の５において同じ。）の２分の１に相

当する額（当該額に１００円未満の端数がある

ときはその端数金額を切り捨て、当該額が１０

０円未満であるときは１００円とする。以下こ

の節において「年金所得に係る特別徴収税額」

という。）を、当該年度の        １

０月１日から翌年の３月３１日までの間に支

払われる老齢等年金給付から当該老齢等年金

給付の支払の際に特別徴収の方法によって徴

収する。 

２ 略 

 

（年金所得に係る仮特別徴収税額等） 

第３３条の６の５ 当該年度の初日の属する年

の前年の１０月１日からその翌年の３月３１

日までの間における特別徴収対象年金給付の

支払の際、前条第２項の支払回数割特別徴収税

額を徴収されていた特別徴収対象年金所得者

について、老齢等年金給付が当該年度の初日か

らその日の属する年の９月３０日までの間に

おいて支払われる場合においては、当該特別徴

収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係

る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

として年金所得に係る仮特別徴収税額（当該年

度の前年度において第３３条の６の２第１項

の規定により特別徴収の方法によって徴収さ

れた年金所得に係る特別徴収税額に相当する

額                   
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別徴収対象年金所得者に係る均等割額を第３

３条の２第１項の規定により特別徴収の方法

によって徴収した場合においては、前々年中の

公的年金等に係る所得に係る所得割額）の２分

の１に相当する額（当該額に１００円未満の端

数があるときはその端数金額を切り捨て、当該

額が１００円未満であるときは１００円とす

る。）をいう。以下この節において同じ。）を、

当該年度の初日からその日の属する年の９月

３０日までの間において特別徴収対象年金給

付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴

収する。 

２・３ 略 

 

（特別徴収対象年金所得者が市外に転出した場

合の取扱い） 
第３３条の６の６ 特別徴収対象年金所得者が
当該年度の初日において市内に住所を有しな

い場合には、第３３条の６の２の規定にかかわ

らず、当該特別徴収対象年金所得者の年金所得

に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によっ

て徴収しない。 
２ 前項の場合において、同項の特別徴収対象年
金所得者に対して課する個人の市民税のうち

当該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割

額の合算額から前条第１項の規定により特別

徴収の方法によって徴収された年金所得に係

る仮特別徴収税額を控除した額を第３１条の

納期のうち当該年度の初日の属する年の１０

月１日から翌年の３月３１日までの間に到来

するものにおいて普通徴収の方法によって徴

収する。 
 

（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税

額への繰入れ） 

第３３条の６の７ 法第３２１条の７の７第１

項又は第３項（これらの規定を法第３２１条の

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

  をいう。以下この節において同じ。）を、

当該年度の初日からその日の属する年の９月

３０日までの間において特別徴収対象年金給

付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴

収する。 

２・３ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税

額への繰入れ） 

第３３条の６の６ 法第３２１条の７の７第１

項又は第３項（これらの規定を法第３２１条の
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７の８第３項において読み替えて準用する場

合を含む。）の規定により特別徴収の方法によ

って徴収されないこととなった金額に相当す

る税額は、その特別徴収の方法によって徴収さ

れないこととなった日以後において到来する

第３１条第１項の納期がある場合においては

そのそれぞれの納期において、その日以後に到

来する同項の納期がない場合においては直ち

に、普通徴収の方法によって徴収する   

 。 

２ 略 

 

（法人の市民税の申告納付） 

第３３条の８ １～４ 略 

５ 法人税法第７１条第１項（同法第７２条第１

項の規定が適用される場合に限る。）若しくは

第７４条第１項の規定によって法人税に係る

申告書を提出する義務がある法人又は同法第

８１条の２２第１項の規定によって法人税に

係る申告書を提出する義務がある法人若しく

は当該法人との間に連結完全支配関係がある

連結子法人（連結申告法人に限る。）で、当該

事業年度開始の日前９年以内に開始した事業

年度又は当該連結事業年度開始の日前９年以

内に開始した事業年度において損金の額が益

金の額を超えることとなったため、同法第８０

条（同法第１４５条において準用する場合を含

む。）の規定によって法人税額の還付を受けた

ものが納付すべき当該事業年度分又は当該連

結事業年度分の法人税割の課税標準となる法

人税額又は個別帰属法人税額の算定について

は、第１項、前項、第８項又は第９項の規定に

かかわらず、これらの規定によって申告納付す

べき当該法人税額の課税標準の算定期間又は

当該連結法人税額の課税標準の算定期間に係

る法人税割の課税標準となる法人税額又は個

別帰属法人税額から、当該法人税額（当該法人

税額について租税特別措置法（昭和３２年法律

７の８第３項において読み替えて準用する場

合を含む。）の規定により特別徴収の方法によ

って徴収されないこととなった金額に相当す

る税額は、その特別徴収の方法によって徴収さ

れないこととなった日以後において到来する

第３１条第１項の納期がある場合においては

そのそれぞれの納期において、その日以後に到

来する同項の納期がない場合においては直ち

に、普通徴収の方法によって徴収するものとす

る。 

２ 略 

 

（法人の市民税の申告納付） 

第３３条の８ １～４ 略 

５ 法人税法第７１条第１項（同法第７２条第１

項の規定が適用される場合に限る。）若しくは

第７４条第１項の規定によって法人税に係る

申告書を提出する義務がある法人又は同法第

８１条の２２第１項の規定によって法人税に

係る申告書を提出する義務がある法人若しく

は当該法人との間に連結完全支配関係がある

連結子法人（連結申告法人に限る。）で、当該

事業年度開始の日前９年以内に開始した事業

年度又は当該連結事業年度開始の日前９年以

内に開始した事業年度において損金の額が益

金の額を超えることとなったため、同法第８０

条（同法第１４５条において準用する場合を含

む。）の規定によって法人税額の還付を受けた

ものが納付すべき当該事業年度分又は当該連

結事業年度分の法人税割の課税標準となる法

人税額又は個別帰属法人税額の算定について

は、第１項、前項、第８項又は第９項の規定に

かかわらず、これらの規定によって申告納付す

べき当該法人税額の課税標準の算定期間又は

当該連結法人税額の課税標準の算定期間に係

る法人税割の課税標準となる法人税額又は個

別帰属法人税額から、当該法人税額（当該法人

税額について租税特別措置法（昭和３２年法律
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第２６号）第４２条の５第５項、第４２条の６

第５項、第４２条の９第４項、第４２条の１２

の３第５項、第６２条第１項、第６２条の３第

１項若しくは第８項又は第６３条第１項の規

定により加算された金額がある場合には、令で

定める額を控除した額）又は当該個別帰属法人

税額（当該個別帰属法人税額について法第２９

２条第１項第４号の４に規定する個別帰属特

別控除取戻税額等がある場合には、令で定める

額を控除した額）を限度として、還付を受けた

法人税額を控除するものとする。この場合にお

いて、控除する法人税額は、前事業年度又は前

連結事業年度以前の法人税割の課税標準とす

べき法人税額又は個別帰属法人税額について

控除されなかった額に限る。 

６～９ 略 

１０ 法の施行地に主たる事務所若しくは事業

所を有する法人又は外国法人が外国の法令に

より課される法人税又は県民税      

    若しくは市民税の法人税割に相当す

る税（以下この項において「外国の法人税等」

という。）を課された場合において、当該外国

の法人税等の額のうち法人税法第６９条第１

項の控除限度額又は同法第８１条の１５第１

項の連結控除限度個別帰属額及び法第５３条

第２４項の控除の限度額で令で定めるものを

超える額があるときは、令で定めるところによ

り計算した額を限度として、令で定めるところ

により、当該超える金額（令で定める金額に限

る。）を第１項（予定申告法人に係るものを除

く。）、第４項又は前２項の規定により申告納

付すべき法人税割額から控除する。 

１１～１８ 略 

 

（固定資産税の納税義務者等） 

第３６条 １～５ 略 

６ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）による土地区画整理事業（農住組合法（昭

第２６号）第４２条の５第５項、第４２条の６

第５項、第４２条の９第４項        

     、第６２条第１項、第６２条の３第

１項若しくは第８項又は第６３条第１項の規

定により加算された金額がある場合には、令で

定める額を控除した額）又は当該個別帰属法人

税額（当該個別帰属法人税額について法第２９

２条第１項第４号の４に規定する個別帰属特

別控除取戻税額等がある場合には、令で定める

額を控除した額）を限度として、還付を受けた

法人税額を控除するものとする。この場合にお

いて、控除する法人税額は、前事業年度又は前

連結事業年度以前の法人税割の課税標準とす

べき法人税額又は個別帰属法人税額について

控除されなかった額に限る。 

６～９ 略 

１０ 法の施行地に主たる事務所若しくは事業

所を有する法人又は外国法人が外国の法令に

より課される法人税又は県民税の法人税割及

び利子割若しくは市民税の法人税割に相当す

る税（以下この項において「外国の法人税等」

という。）を課された場合において、当該外国

の法人税等の額のうち法人税法第６９条第１

項の控除限度額又は同法第８１条の１５第１

項の連結控除限度個別帰属額及び法第５３条

第２４項の控除の限度額で令で定めるものを

超える額があるときは、令で定めるところによ

り計算した額を限度として、令で定めるところ

により、当該超える金額（令で定める金額に限

る。）を第１項（予定申告法人に係るものを除

く。）、第４項又は前２項の規定により申告納

付すべき法人税割額から控除する。 

１１～１８ 略 

 

（固定資産税の納税義務者等） 

第３６条 １～５ 略 

６ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）による土地区画整理事業（農住組合法（昭
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和５５年法律第８６号）第８条第１項の規定に

より土地区画整理法の規定が適用される農住

組合法第７条第１項第１号の事業及び密集市

街地における防災街区の整備の促進に関する

法律（平成９年法律第４９号）第４６条第１項

の規定により土地区画整理法の規定が適用さ

れる密集市街地における防災街区の整備の促

進に関する法律第４５条第１項第１号の事業

並びに大都市地域における住宅及び住宅地の

供給の促進に関する特別措置法（昭和５０年法

律第６７号）による住宅街区整備事業を含む。

以下この項において同じ。）又は土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）による土地改良事業

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

      の施行に係る土地については、法

令若しくは規約等の定めるところによって仮

換地、一時利用地その他の仮に使用し、若しく

は収益することができる土地（以下この項にお

いて「仮換地等」と総称する。）の指定があっ

た場合又は土地区画整理法による土地区画整

理事業の施行者が同法第１００条の２（農住組

合法第８条第１項及び密集市街地における防

災街区の整備の促進に関する法律第４６条第

１項において適用する場合並びに大都市地域

における住宅及び住宅地の供給の促進に関す

る特別措置法第８３条において準用する場合

を含む。）の規定によって管理する土地で当該

施行者以外の者が仮に使用するもの（以下この

項において「仮使用地」という。）がある場合

和５５年法律第８６号）第８条第１項の規定に

より土地区画整理法の規定が適用される農住

組合法第７条第１項第１号の事業及び密集市

街地における防災街区の整備の促進に関する

法律（平成９年法律第４９号）第４６条第１項

の規定により土地区画整理法の規定が適用さ

れる密集市街地における防災街区の整備の促

進に関する法律第４５条第１項第１号の事業

並びに大都市地域における住宅及び住宅地の

供給の促進に関する特別措置法（昭和５０年法

律第６７号）による住宅街区整備事業を含む。

以下この項において同じ。）又は土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）による土地改良事業

（独立行政法人森林総合研究所が独立行政法

人森林総合研究所法（平成１１年法律第１９８

号）附則第９条第１項及び第１１条第１項の規

定により行う旧独立行政法人緑資源機構法（平

成１４年法律第１３０号）第１１条第１項第７

号イの事業及び森林開発公団法の一部を改正

する法律（平成１１年法律第７０号）附則第８

条の規定による廃止前の農用地整備公団法（昭

和４９年法律第４３号。以下「旧農用地整備公

団法」という。）第１９条第１項第１号イの事

業を含む。）の施行に係る土地については、法

令若しくは規約等の定めるところによって仮

換地、一時利用地その他の仮に使用し、若しく

は収益することができる土地（以下この項にお

いて「仮換地等」と総称する。）の指定があっ

た場合又は土地区画整理法による土地区画整

理事業の施行者が同法第１００条の２（農住組

合法第８条第１項及び密集市街地における防

災街区の整備の促進に関する法律第４６条第

１項において適用する場合並びに大都市地域

における住宅及び住宅地の供給の促進に関す

る特別措置法第８３条において準用する場合

を含む。）の規定によって管理する土地で当該

施行者以外の者が仮に使用するもの（以下この

項において「仮使用地」という。）がある場合
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においては、当該仮換地等又は仮使用地につい

て使用し、又は収益することができることとな

った日から換地処分の公告がある日又は換地

計画の認可の公告がある日までの間は、仮換地

等にあっては当該仮換地等に対応する従前の

土地について登記簿又は土地補充課税台帳に

所有者として登記又は登録されている者をも

って、仮使用地にあっては土地区画整理法によ

る土地区画整理事業の施行者以外の仮使用地

の使用者をもって、それぞれ当該仮換地等又は

仮使用地に係る第１項の所有者とみなし、換地

処分の公告があった日又は換地計画の認可の

公告があった日から換地又は保留地を取得し

た者が登記簿に当該換地又は保留地に係る所

有者として登記される日までの間は、当該換地

又は保留地を取得した者をもって当該換地又

は保留地に係る同項の所有者とみなす。 

７～９ 略 

 

（特別土地保有税の納税義務者等） 

第８９条 １～３ 略 

４ 土地区画整理法による土地区画整理事業（農

住組合法第８条第１項の規定により土地区画

整理法の規定が適用される農住組合法第７条

第１項第１号の事業及び密集市街地における

防災街区の整備の促進に関する法律第４６条

第１項の規定により土地区画整理法の規定が

適用される密集市街地における防災街区の整

備の促進に関する法律第４５条第１項第１号

の事業並びに大都市地域における住宅及び住

宅地の供給の促進に関する特別措置法による

住宅街区整備事業を含む。次項において同じ。）

又は土地改良法による土地改良事業    

                    

                    

                    

                    

                    

においては、当該仮換地等又は仮使用地につい

て使用し、又は収益することができることとな

った日から換地処分の公告がある日又は換地

計画の認可の公告がある日までの間は、仮換地

等にあっては当該仮換地等に対応する従前の

土地について登記簿又は土地補充課税台帳に

所有者として登記又は登録されている者をも

って、仮使用地にあっては土地区画整理法によ

る土地区画整理事業の施行者以外の仮使用地

の使用者をもって、それぞれ当該仮換地等又は

仮使用地に係る第１項の所有者とみなし、換地

処分の公告があった日又は換地計画の認可の

公告があった日から換地又は保留地を取得し

た者が登記簿に当該換地又は保留地に係る所

有者として登記される日までの間は、当該換地

又は保留地を取得した者をもって当該換地又

は保留地に係る同項の所有者とみなす。 

７～９ 略 

 

（特別土地保有税の納税義務者等） 

第８９条 １～３ 略 

４ 土地区画整理法による土地区画整理事業（農

住組合法第８条第１項の規定により土地区画

整理法の規定が適用される農住組合法第７条

第１項第１号の事業及び密集市街地における

防災街区の整備の促進に関する法律第４６条

第１項の規定により土地区画整理法の規定が

適用される密集市街地における防災街区の整

備の促進に関する法律第４５条第１項第１号

の事業並びに大都市地域における住宅及び住

宅地の供給の促進に関する特別措置法による

住宅街区整備事業を含む。次項において同じ。）

又は土地改良法による土地改良事業（独立行政

法人森林総合研究所が独立行政法人森林総合

研究所法附則第９条第１項及び第１１条第１

項の規定により行う旧独立行政法人緑資源機

構法第１１条第１項第７号イの事業及び旧農

用地整備公団法第１９条第１項第１号イの事
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     の施行に係る土地について法令の

定めるところによって仮換地又は一時利用地

（以下本項において「仮換地等」という。）の

指定があった場合において、当該仮換地等であ

る土地について使用し、又は収益することがで

きることとなった日以後においては、当該仮換

地等である土地に対応する従前の土地（以下本

項において「従前の土地」という。）の取得又

は所有をもって当該仮換地等である土地の取

得又は所有とみなし、当該従前の土地の取得者

又は所有者を当該仮換地等である土地に係る

第１項の土地の所有者等とみなす。 

５・６ 略 

 

附則 

１～６ 略 

（太陽光発電設備に対する固定資産税の課税免

除） 

７ 法附則第１５条第３４項の規定の適用を受

ける償却資産（太陽光を電気に変換する設備及

びその付属設備で、平成２５年４月１日から同

項に規定する取得の期間の末日までに新たに

取得され、かつ、規則で定める要件を備えるも

のに限る。以下この項において「適用償却資産」

という。）に対しては、当該適用償却資産に対

して固定資産税を課するとしたならば新たに

課されることとなる年度から３年度分に限り、

固定資産税を課さない。 

８ 略 

（固定資産税の課税標準の特例） 

９ 法附則第１５条第２項第６号の条例で定め

る割合は、４分の３とし、同条第９項及び第３

７項の条例で定める割合は３分の２とする。 

１０～２０略 

２１ 平成２２年度から平成３９年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法

第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用

業を含む。）の施行に係る土地について法令の

定めるところによって仮換地又は一時利用地

（以下本項において「仮換地等」という。）の

指定があった場合において、当該仮換地等であ

る土地について使用し、又は収益することがで

きることとなった日以後においては、当該仮換

地等である土地に対応する従前の土地（以下本

項において「従前の土地」という。）の取得又

は所有をもって当該仮換地等である土地の取

得又は所有とみなし、当該従前の土地の取得者

又は所有者を当該仮換地等である土地に係る

第１項の土地の所有者等とみなす。 

５・６ 略 

 

附則 

１～６ 略 

（太陽光発電設備に対する固定資産税の課税免

除） 

７ 法附則第１５条第３７項の規定の適用を受

ける償却資産（太陽光を電気に変換する設備及

びその付属設備で、平成２５年４月１日から同

項に規定する取得の期間の末日までに新たに

取得され、かつ、規則で定める要件を備えるも

のに限る。以下この項において「適用償却資産」

という。）に対しては、当該適用償却資産に対

して固定資産税を課するとしたならば新たに

課されることとなる年度から３年度分に限り、

固定資産税を課さない。 

８ 略 

（固定資産税の課税標準の特例） 

９ 法附則第１５条第２項第６号の条例で定め

る割合は、４分の３とし、同条第１０項   

 の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１０～２０略 

２１ 平成２２年度から平成３５年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法

第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用
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を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１

８年まで又は平成２１年から平成２９年まで

の各年である場合に限る。）において、附則第

１５項の規定の適用を受けないときは、法附則

第５条の４の２第６項（同条第９項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。）に規定

するところにより計算した金額を、当該納税義

務者の第２２条第２項及び第３項並びに第２

５条第１項の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

２２・２３ 略 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

２４ 第２５条第２項の規定の適用を受ける市

民税の所得割の納税義務者が、法第３１４条の

７第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合

に該当する場合又は第２２条第３項に規定す

る課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税

山林所得金額を有しない場合であって、当該納

税義務者の前年中の所得について、法附則第３

３条の２第５項、附則第３３条の３第５項、附

則第３４条第４項、附則第３５条第５項、附則

第３５条の２第５項、附則第３５条の２の２第

５項又は附則第３５条の４第４項の規定の適

用を受けるときは、法第３１４条の７第２項に

規定する特例控除額は、同項第２号及び第３号

の規定にかかわらず、法附則第５条の５第２項

（法附則第５条の６第２項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。）に規定すると

ころにより算定するものとする。 

２５～４９ 略 

を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１

８年まで又は平成２１年から平成２５年まで

の各年である場合に限る。）において、附則第

１５項の規定の適用を受けないときは、法附則

第５条の４の２第５項          

                 に規定

するところにより計算した金額を、当該納税義

務者の第２２条第２項及び第３項並びに第２

５条第１項の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

２２・２３ 略 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

２４ 第２５条第２項の規定の適用を受ける市

民税の所得割の納税義務者が、法第３１４条の

７第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合

に該当する場合又は第２２条第３項に規定す

る課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税

山林所得金額を有しない場合であって、当該納

税義務者の前年中の所得について、法附則第３

３条の２第５項、附則第３３条の３第５項、附

則第３４条第４項、附則第３５条第５項、附則

第３５条の２第６項           

  又は附則第３５条の４第４項の規定の適

用を受けるときは、法第３１４条の７第２項に

規定する特例控除額は、同項第２号及び第３号

の規定にかかわらず、法附則第５条の５第２項

                    

             に規定するとこ

ろにより算定するものとする。 

２５～４９ 略 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８７号 所 管 福祉医療課 

件 名 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 
兵庫県のこども医療費助成事業実施要綱の一部改正に伴い、こども医療費助成制度

における通院医療費の助成対象者の拡充及び入院医療費の助成方法の変更を行うた
め、規定の整備を行うとともに、併せて所要の文言整理を行う。 

 
２ 主な改正内容 
  通院医療費助成対象者を「小学校６年生まで」から「中学校３年生まで」に拡充
する。 

  中学生を対象とした入院医療費の助成方法について、「償還払い」から「現物給
付」に変更する。 

 
３ 施行期日 
  平成２５年７月１日 
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尼崎市福祉医療費の助成に関する条例 

改正後 現 行 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

  ～  略 

   母子家庭の母等 次のいずれかに該

当する者をいう。 

ア 母子及び寡婦福祉法(昭和39年法律

第 129 号)第 6 条第 1 項に規定する配

偶者のない女子で、18歳に達する日の

属する年度の末日までの間にある者

（規則で定める学校に在学している

20 歳に達する日の属する年度の末日

までの間にある者（規則で定める者を

除く。）を含む。以下「乳児等」とい

う。)を現に扶養しているもの(以下

「母子家庭の母」という。) 

イ～エ 略 

 ～  略 

 

(受給資格) 

第3条 この条例により医療費の助成を受け

ることができる者は、本市に居住する者で

次の各号に掲げるもののうち、国民健康保

険法若しくは高齢者の医療の確保に関す

る法律による被保険者又は社会保険によ

る被保険者、組合員、加入者若しくは被扶

養者であるものとする。 

  ～  略 

   母子家庭の母等であって、その者、母

子家庭の母又は父子家庭の父の保護者

及び当該母子家庭の母又は父子家庭の

父と生計を一にする扶養義務者がいず

れも、前年（当該母子家庭の母等に対す

る療養の給付等が行われた月が1月から

6 月までの場合にあっては、前々年）の

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

  ～  略 

   母子家庭の母等 次のいずれかに該

当する者をいう。 

ア 母子及び寡婦福祉法(昭和39年法律

第 129 号)第 6 条第 1 項に規定する配

偶者のない女子で、18歳に達する日の

属する年度の末日までの間にある者

（規則で定める学校に在学している

20 歳に達する日の属する年度の末日

までの間にある者を含む。以下「乳児

等」という。)を現に扶養しているも

の(以下「母子家庭の母」という。) 

 

イ～エ 略 

 ～  略 

 

(受給資格) 

第3条 この条例により医療費の助成を受け

ることができる者は、本市に居住する者で

次の各号に掲げるもののうち、国民健康保

険法若しくは高齢者の医療の確保に関す

る法律による被保険者又は社会保険によ

る被保険者、組合員、加入者若しくは被扶

養者であるものとする。 

  ～  略 

  母子家庭の母等であって、その者、母

子家庭の母又は父子家庭の父の保護者

及び当該母子家庭の母又は父子家庭の

父と生計を一にする扶養義務者がいず

れも、前年の所得が 1,920,000 円(扶養

親族等（所得税法第 2 条第 1 項第 33 号

に規定する控除対象配偶者及び同項第
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所得が 1,920,000 円(扶養親族等（所得

税法第 2 条第 1 項第 33 号に規定する控

除対象配偶者及び同項第 34 号に規定す

る扶養親族をいう。以下同じ。）を有す

る者にあっては、当該扶養親族等の数に

応じ、規則で定める額を加算した額)未

満であるもの 

２～４ 略 

 

(助成額) 

第 4 条 本市は、受給資格(前条第 1 項又は

第2項の規定により医療費の助成を受ける

ことができる資格をいう。以下同じ。)を

有する者が疾病(精神障害者にあっては、

精神疾患による疾病を除く。)又は負傷に

ついて療養の給付等を受けたときは、次の

各号に掲げる受給資格を有する者の区分

に応じ、当該各号に定める額を助成する。 

  

 

  ・  略 

   児童 次に掲げる区分に応じ、当該ア

又はイに定める額 

ア 入院以外の療養である場合 次に

掲げる児童の区分に応じ、当該(ｱ)又

は(ｲ)に定める額 

(ｱ) 9 歳に達する日の属する年度の

末日までの間にある児童 被保険

者等負担額から同一の月に同一の

保険医療機関等について2回を限度

として、保険医療機関等ごとに 1日

につき 800 円(その保護者及び当該

児童と生計を一にする扶養義務者

がいずれも低所得者に該当する場

合は、600 円)を控除した額 

(ｲ) (ｱ)に掲げる児童以外の児童 

被保険者等負担額に3分の1を乗じ

て得た額(その額に 1 円未満の端数

34 号に規定する扶養親族をいう。以下同

じ。）を有する者にあっては、当該扶養

親族等の数に応じ、規則で定める額を加

算した額)未満であるもの 

 

 

 

２～４ 略 

 

(助成額) 

第 4 条 本市は、受給資格(前条第 1 項又は

第2項の規定により医療費の助成を受ける

ことができる資格をいう。以下同じ。)を

有する者が疾病(精神障害者にあっては、

精神疾患による疾病を除く。)又は負傷に

ついて療養の給付等（生徒にあっては、入

院療養に係るものに限る。）を受けたとき

は、次の各号に掲げる受給資格を有する者

の区分に応じ、当該各号に定める額を助成

する。 

  ・  略 

   児童 次に掲げる区分に応じ、当該ア

又はイに定める額 

ア 入院以外の療養である場合 次に

掲げる児童の区分に応じ、当該(ｱ)又

は(ｲ)に定める額 

(ｱ) 9 歳に達する日の属する年度の

末日までの間にある児童 被保険

者等負担額から同一の月に同一の

保険医療機関等について2回を限度

として、保険医療機関等ごとに 1日

につき 800 円(その保護者及び当該

児童と生計を一にする扶養義務者

がいずれも低所得者に該当する場

合は、600 円)を控除した額 

(ｲ) (ｱ)に掲げる児童以外の児童 

被保険者等負担額に3分の1を乗じ

て得た額(その額に 1 円未満の端数
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があるときは、これを切り捨てる。

次号アにおいて同じ。) 

イ 略 

  生徒 次に掲げる区分に応じ、当該ア

又はイに定める額 

  ア 入院以外の療養である場合 被保

険者等負担額に3分の1を乗じて得た

額 

イ 入院療養である場合 被保険者等

負担額 

 ・  略 

２～５ 略 

 

(助成の方法) 

第 7 条 医療費の助成は、助成する額を保険

医療機関等に支払うことによって行う。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、受給者に係る

療養費の支給があった場合その他市長が

特別の理由があると認める場合において

は、当該受給者又はその保護者に支払うこ

とにより医療費の助成を行うことができ

る。 

 

(削除) 

 

 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 25年 7月 1 日から施行

する。 

(経過措置) 

2 この条例による改正後の尼崎市福祉医療

費の助成に関する条例第４条第１項及び

第７条の規定は、この条例の施行の日以後

の医療に係る医療費の助成について適用

し、同日前の医療に係る医療費の助成につ

いては、なお従前の例による。 

があるときは、これを切り捨てる。) 

 

イ 略 

  生徒 入院療養に係る被保険者等 

負担額 

  

 

 

 

 

 ・  略 

２～５ 略 

 

(助成の方法) 

第 7 条 医療費の助成（生徒に対するものを

除く。）は、助成する額を保険医療機関等

に支払うことによって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、受給者（生徒

を除く。以下この項において同じ。）に係

る療養費の支給があった場合その他市長

が特別の理由があると認める場合におい

ては、当該受給者又はその保護者に支払う

ことにより医療費の助成を行うことがで

きる。 

３ 生徒に対する医療費の助成は、当該生徒

又はその保護者に支払うことによって行

う。 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８８号 所 管 生活衛生課 

件 名 尼崎市保健衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 
動物の愛護及び管理に関する法律の一部を改正する法律（平成２４年法律第７９

号）が制定され、動物取扱業が第１種動物取扱業に改められること等に伴い、規定の
整備を行うとともに、併せて所要の文言整理を行う。 

 
２ 改正内容 
  動物取扱業が第１種動物取扱業（登録制）に改められ、飼養施設を設置して、非
営利で動物の譲渡等を行う第２種動物取扱業（届出制）が新たに創設されることか
ら、動物取扱業の登録審査手数料等に係る規定中「動物取扱業」を「第１種動物取
扱業」に改める。 

  常用漢字表（平成２２年内閣告示第２号）において、新たに猫が常用漢字とされ
たことから、規定中「ねこ」を「猫」に改める。 

 
３ 施行期日 
 平成２５年９月１日 
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尼崎市保健衛生関係事務手数料条例 

改正後 現 行 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事務及び手数料の額

は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 ～  略 

  動物の愛護及び管理に関する法律（昭和

４８年法律第１０５号）に基づく次に掲げ

る事務 

ア 第１種動物取扱業の登録の申請に対す

る審査 １件 １５，０００円 

イ 第１種動物取扱業の登録の更新の申請

に対する審査 １件 １５，０００円 

ウ 第１種動物取扱業の登録の変更の届出

に対する審査(現地調査を要するもの) 

１件 ８，０００円 

エ 第１種動物取扱業の登録の変更の届出

に対する審査(現地調査を要しないもの) 

１件 ２，０００円 

オ 第１種動物取扱業の登録証の再交付 

１件 ２，０００円 

カ～ク 略 

ケ 生後９１日以上の犬又は猫の引取り 

１頭又は１匹 １，７００円 

コ 生後９０日以内の犬又は猫の引取り 

１０頭又は１０匹（１０頭若しくは１０

匹未満であるとき又は１０頭若しくは１

０匹に満たない端数があるときは、これ

を１０頭又は１０匹とする。） １，７０

０円 

 ～  略 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事務及び手数料の額

は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 ～  略 

  動物の愛護及び管理に関する法律（昭和

４８年法律第１０５号）に基づく次に掲げ

る事務 

ア 動物取扱業の登録の申請に対する審査 

１件 １５，０００円 

イ 動物取扱業の登録の更新の申請に対す

る審査 １件 １５，０００円 

ウ 動物取扱業の登録の変更の届出に対す

る審査(現地調査を要するもの) １件 

８，０００円 

エ 動物取扱業の登録の変更の届出に対す

る審査(現地調査を要しないもの) １件 

２，０００円 

オ 動物取扱業の登録証の再交付 １件 

２，０００円 

カ～ク 略 

ケ 生後９１日以上の犬又はねこの引取り 

１頭又は１匹 １，７００円 

コ 生後９０日以内の犬又はねこの引取り 

１０頭又は１０匹（１０頭若しくは１０

匹未満であるとき又は１０頭若しくは１

０匹に満たない端数があるときは、これ

を１０頭又は１０匹とする。） １，７０

０円 

 ～  略 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８９号 所 管 国保年金管理担当 

件 名 尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 
国民健康保険法施行令が改正され、国民健康保険料の軽減措置にかかる延長等の見

直し及び国保財政基盤強化策（暫定措置）が１年延長されることに伴い、規定の整備
を行う。 

 
２ 改正内容 
  後期高齢者医療制度の施行時に導入された国民健康保険料の軽減措置の延長等 
【第１３条、第１５条の２の２、第１５条の３の５、第１５条の３の９】 
ア 法定軽減判定所得について、５年間の時限措置として、国民健康保険被保険者
と特定同一世帯所属者(※１)を含めた所得とする算定の特例を、恒久措置とす
る。 

イ 特定世帯(※２)の平等割について、５年間、１/２減額する現行措置に加え、
その後３年間、１/４減額する措置を講じる。 

  
※１  ７５歳到達等のため後期高齢者医療制度の適用により国民健康保険資格を

喪失した者。 
  ※２  国民健康保険被保険者１人世帯のうち、特定同一世帯所属者のいる世帯。 
 
  国保財政基盤強化策（暫定措置）の１年延長 
【付則第８項】 
同基盤強化策の１年延長に伴い、一般被保険者に係る基礎賦課総額の算定の特例

を４年間から５年間(平成２６年度まで)に延長する。 
同基盤強化策は、次の事業又は制度である。 

ア 高額医療費共同事業(１件８０万円超の医療費の県単位での再保険事業) 
イ 保険財政共同安定化事業(１件３０万円超の医療費の県単位での再保険事業) 
ウ 保険者支援制度(低所得者を多く抱える保険者を財政的に支援する制度) 

 
３ 施行期日 

公布の日 
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尼崎市国民健康保険条例 

改正後 現 行 

(一般被保険者に係る基礎賦課額の保険

料率) 

第 13 条 一般被保険者に係る基礎賦課

額の保険料率は、次のとおりとする。 

(1)・(2) 略 

(3) 世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、当該アからウまで

に定める額 

ア イ及びウに掲げる世帯以外の

世帯 一般被保険者に係る基礎

賦課総額の 100 分の 16 に相当す

る額を、第 16 条に規定する賦課

期日における一般被保険者の属

する世帯の見込数から特定同一

世帯所属者（法第 6 条第 8 号に該

当したことにより被保険者の資

格を喪失した者であって、当該資

格を喪失した日の前日      

                       

以後継続して同一の世帯に属す

る者をいう。以下同じ。）と同一

の世帯に属する一般被保険者の

属する世帯（以下「特定一般被保

険者所属世帯」という。）で同日

の属する月（以下「特定月」とい

う。）以後 5 年を経過する月まで

の間にあるもの（当該特定一般被

保険者所属世帯に他の被保険者

がいない場合に限る。以下「特定

世帯」という。）の見込数に 2 分

の 1 を乗じて得た数と特定一般被

保険者所属世帯で特定月以後 5 年

を経過する月の翌月から特定月

以後 8 年を経過する月までの間に

あるもの（当該特定一般被保険者

所属世帯に他の被保険者がいな

(一般被保険者に係る基礎賦課額の保険

料率) 

第 13 条 一般被保険者に係る基礎賦課

額の保険料率は、次のとおりとする。 

(1)・(2) 略 

(3) 世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、当該ア又はイに

定めるところにより算定した額 

ア イに掲げる世帯以外の世帯 

一般被保険者に係る基礎賦課総

額の 100 分の 16 に相当する額を

第 16 条に規定する賦課期日にお

ける一般被保険者の属する世帯

の見込数から特定同一世帯所属

者（法第 6 条第 8 号に該当した

ことにより被保険者の資格を喪

失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日の属する月以

後 5 年を経過する月までの間に

限り、同日以後継続して同一の

世帯に属する者をいう。以下同

じ。）と同一の世帯に属する一

般被保険者が属する世帯（当該

世帯に他の被保険者がいない場

合に限る。以下「特定世帯」と

いう。）の見込数に 2 分の 1 を

乗じて得た数を控除した数で除

して得た額 

 

 

 

 

 

 

 

 

40



い場合に限る。以下「特定継続世

帯」という。）の見込数に 4 分の

1 を乗じて得た数との合計数を控

除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定める        

        額に 2 分の 1 を乗じて

得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定める額に

4 分の 3 を乗じて得た額 

2  略 

3 市長は、第 1 項に規定する保険料率

を決定したときは、速やかに、告示し

なければならない。 

 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の所

得割額   ) 

第 15 条 前条の所得割額は、退職被保

険者等に係る基礎控除後の総所得金額

等に第 13 条第 1 項第 1 号の所得割の保

険料率を乗じて得た額とする。 

 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の被

保険者均等割額   ) 

第 15 条の 2 第 14 条の被保険者均等割

額は、第 13 条第 1 項第 2 号に定める額

と同額とする。 

 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の世

帯別平等割額   ) 

第 15 条の 2 の 2 第 14 条の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 次号及び第 3 号に掲げる世帯以

外の世帯 第 13 条第 1 項第 3 号ア

に定める        額 

(2) 特定同一世帯所属者と同一の世

帯に属する退職被保険者（法附則第

6 条第 1 項に規定する退職被保険者

 

 

 

 

イ 特定世帯 アに定めるところ

により算定した額に 2 分の 1 を乗

じて得た額 

 

 

2 略 

3 市長は、第 1 項に規定する保険料率

を決定したときは、速やかに告示しな

ければならない。 

 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の所

得割額の算定) 

第 15 条 前条の所得割額は、退職被保

険者等に係る基礎控除後の総所得金

額等に、第 13 条第 1 項第 1 号の所得

割の保険料率を乗じて算定する。 

 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定) 

第 15 条の 2 第 14 条の被保険者均等割

額は、第 13 条の規定により算定した

額と同額とする。 

 

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の世

帯別平等割額の算定) 

第 15 条の 2 の 2 第 14 条の世帯別平等

割額は、次に掲げる世帯の区分に応

じ、当該号に定める額とする。 

(1) 次号に掲げる世帯以外の世帯 

第 13 条第 1 項第 3 号アに定めると

ころにより算定した額 

(2) 特定同一世帯所属者と同一の世

帯に属する退職被保険者（法附則第

6 条第 1 項に規定する退職被保険者
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をいう。以下同じ。）の属する世帯

（以下「特定退職被保険者所属世

帯」という。）で特定月以後 5 年を

経過する月までの間にあるもの（当

該特定退職被保険者所属世帯に他

の被保険者がいない場合に限る。） 

第 13 条第 1 項第 3 号イに定める  

    額 

(3) 特定退職被保険者所属世帯で特

定月以後 5年を経過する月の翌月か

ら特定月以後 8年を経過する月まで

の間にあるもの(当該特定退職被保

険者所属世帯に他の被保険者がい

ない場合に限る。) 第 13 条第 1 項

第 3 号ウに定める額 

 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金

等賦課額の所得割額   ) 

第 15 条の 3 の 4 前条の所得割額は、

一般被保険者に係る賦課期日の属する

年の前年の所得に係る基礎控除後の総

所得金額等に次条第 1 項第 1 号の所得

割の保険料率を乗じて得た額とする。 

 

 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金

等賦課額の保険料率) 

第 15 条の 3 の 5 一般被保険者に係る後

期高齢者支援金等賦課額の保険料率

は、次のとおりとする。 

(1)・(2) 略 

(3) 世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、当該アからウまで

に定める額 

ア イ及びウに掲げる世帯以外の

世帯 一般被保険者に係る後期

高齢者支援金等賦課総額の 100 分

の 16 に相当する額を、第 16 条に

をいう。以下同じ。）の属する世帯

（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。） 第 13 条第 1 項

第 3 号イに定めるところにより算

定した額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金

等賦課額の所得割額の算定) 

第 15 条の 3 の 4 前条の所得割額は、

一般被保険者に係る賦課期日の属す

る年の前年の所得に係る基礎控除後

の総所得金額等に、次条第 1 項第 1 号

の所得割の保険料率を乗じて算定す

る。 

 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金

等賦課額の保険料率) 

第 15 条の 3 の 5 一般被保険者に係る

後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。 

(1)・(2) 略 

(3) 世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、当該ア又はイに定

めるところにより算定した額 

ア イに掲げる世帯以外の世帯 

一般被保険者に係る後期高齢者

支援金等賦課総額の 100 分の 16

に相当する額を第 16 条に規定す
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規定する賦課期日における一般

被保険者の属する世帯の見込数

から特定世帯の見込数に 2 分の 1

を乗じて得た数と特定継続世帯

の見込数に 4 分の 1 を乗じて得た

数との合計数を控除した数で除

して得た額 

イ 特定世帯 アに定める     

     額に 2 分の 1 を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定める額に

4 分の 3 を乗じて得た額 

2 略 

 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援

金等賦課額の所得割額   ) 

第 15 条の 3 の 7 前条の所得割額は、

退職被保険者等に係る基礎控除後の総

所得金額等に第 15 条の 3 の 5 第 1 項第

1 号の所得割の保険料率を乗じて得た

額とする。 

 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援

金等賦課額の被保険者均等割額   ) 

第 15 条の 3 の 8 第 15 条の 3 の 6 の被 

保険者均等割額は、第 15 条の 3 の 5

第 1項第 2号に定める額と同額とする。 

 

 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援

金等賦課額の世帯別平等割額   ) 

第 15 条の 3 の 9 第 15 条の 3 の 6 の世

帯別平等割額は、次の各号に掲げる世

帯の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 

(1) 次号及び第 3 号に掲げる世帯以

外の世帯 第 15 条の 3 の 5 第 1 項

第 3 号アに定める       額  

(2) 第 15 条の 2 の 2 第 2 号に掲げる

る賦課期日における一般被保険

者の属する世帯の見込数から特

定世帯の見込数に 2 分の 1 を乗じ

て得た数を控除した数で除して

得た額 

 

 

イ 特定世帯 アに定めるところに

より算定した額に 2 分の 1 を乗じ

て得た額 

 

2 略 

 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援

金等賦課額の所得割額の算定) 

第 15 条の 3 の 7 前条の所得割額は、

退職被保険者等に係る基礎控除後の

総所得金額等に、第 15 条の 3 の 5 第 1

項第 1 号の所得割の保険料率を乗じて

算定する。 

 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援

金等賦課額の被保険者均等割額の算定) 

第 15 条の 3 の 8 第 15 条の 3 の 6 の被

保険者均等割額は、第 15 条の 3 の 5

の規定により算定した額と同額とす

る。 

 

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援

金等賦課額の世帯別平等割額の算定) 

第 15 条の 3 の 9 第 15 条の 3 の 6 の世

帯別平等割額は、次に掲げる世帯の区

分に応じ、当該号に定める額とする。 

 

(1) 次号に掲げる世帯以外の世帯 

第 15 条の 3 の 5 第 1 項第 3 号アに

定めるところにより算定した額 

(2) 特定同一世帯所属者と同一の世
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世帯 第 15 条の 3 の 5 第 1 項第 3

号イに定める額 

(3) 第 15 条の 2 の 2 第 3 号に掲げる

世帯 第 15 条の 3 の 5 第 1 項第 3 号

ウに定める額 

 

(介護納付金賦課額の所得割額   ) 

第 15 条の 6 前条の所得割額は、介護

納付金賦課被保険者に係る賦課期日の

属する年の前年の所得に係る基礎控除

後の総所得金額等に次条第 1 項第 1 号

の所得割の保険料率を乗じて得た額と

する。 

 

 

付 則 

(平成 22 年度から平成 26 年度までの各

年度における一般被保険者に係る基礎

賦課総額の算定の特例) 

8 平成 22 年度から平成 26 年度までの

各年度における第 10 条の規定の適用

については、同条第 1 号中「保健事業

に要する費用の額」とあるのは「保健

事業に要する費用の額、法附則第 26

条第 1 項第 1 号に掲げる交付金を交付

する事業に係る同条第 2 項の規定によ

る拠出金に相当する額及び同条第 1 項

第 2 号に掲げる交付金を交付する事業

に係る同条第 2 項の規定による拠出金

の 2 分の 1 に相当する額」と、同条第

2 号中「その他」とあるのは「、法附

則第 26 条第 1 項の規定による交付金

その他」とする。 

 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

帯に属する退職被保険者の属する世

帯（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。） 第 15 条の 3 の 5

第 1 項第 3 号イに定めるところによ

り算定した額 

 

(介護納付金賦課額の所得割額の算定) 

第 15 条の 6 前条の所得割額は、介護

納付金賦課被保険者に係る賦課期日

の属する年の前年の所得に係る基礎

控除後の総所得金額等に、次条第 1 項

第 1 号の所得割の保険料率を乗じて算

定する。 

 

 

付 則 

(平成 22 年度から平成 25 年度までの各

年度における一般被保険者に係る基礎

賦課総額の算定の特例) 

8 平成 22 年度から平成 25 年度までの

各年度における第 10 条の規定の適用

については、同条第 1 号中「保健事業

に要する費用の額」とあるのは「保健

事業に要する費用の額、法附則第 26

条第 1 項第 1 号に掲げる交付金を交付

する事業に係る同条第 2 項の規定によ

る拠出金に相当する額及び同条第 1 項

第 2 号に掲げる交付金を交付する事業

に係る同条第 2 項の規定による拠出金

の 2 分の 1 に相当する額」と、同条第

2 号中「その他」とあるのは「、法附

則第 26 条第 1 項の規定による交付金

その他」とする。 
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2 この条例による改正後の尼崎市国民

健康保険条例第 13 条第 1 項第 3 号、第

15 条の 2 の 2、第 15 条の 3 の 5 第 1

項第 3号及び第 15条の 3の 9の規定は、

平成 25 年度以後の年度分の保険料に

ついて適用し、平成 24 年度分までの保

険料については、なお従前の例による。 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第９０号 所 管 消防局企画管理課 

件 名 物件の買入れについて（３０ｍはしご付消防自動車） 

内       容 

１ 買入れの目的 
  火災等の災害現場に出動している２０ｍはしご付消防自動車が、平成２６年度にＮ
Ｏx・ＰＭ法（自動車から排出される窒素酸化物および粒子状物質の特定地域におけ
る総量の削減等に関する特別措置法）による規制を受け使用出来なくなることから、
消防力を強化し、人命救助等の消防活動を迅速かつ的確に行うため、現有車両を更新
するもの。 

 
２ 買入れの方法 
  随意契約 
 
３ 買入れの金額 
  １６２，７５０，０００円 
 
４ 買入れの相手方 
  大阪市生野区小路東５丁目５番２０号 
  株式会社モリタ 大阪支店 
   支店長 平 田 隆 吉 
 

５ 買入れ物件の内容 
  ３０ｍはしご付消防自動車 １台 
 
６ 納期 
  平成２６年３月３１日 
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（議案説明資料） 

＜平成２５年５月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第９１号 所 管 道路課 

件 名 市道路線の一部廃止について 

内       容 

１ 理由 
道路法第８条第２項（同法第１０条第３項の規定において準用する場合を含む。）

の規定により、市道路線を一部廃止するため、議決を求めるもの。 
 
２ 対象路線 
  一部廃止しようとする路線 

路   線   名 起 点 ～ 終 点（廃止区間） 

南 清 水 ５ 号 松 ヶ 内 線 塚口本町８丁目１－３５  ～  同１－３５ 
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